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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 

 

回次 
第113期 

第２四半期連結累計期間
第113期 

第２四半期連結会計期間
第112期 

会計期間 
自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

売上高 (千円) 3,571,807 1,783,120 7,142,185

経常利益 (千円) 2,390,398 1,144,300 4,506,997

四半期(当期)純利益 (千円) 1,433,337 688,950 2,629,421

純資産額 (千円) ― 44,798,801 44,088,710

総資産額 (千円) ― 51,233,315 50,918,092

１株当たり純資産額 (円) ― 3,823.66 3,761.24

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 122.70 58.98 225.14

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 87.2 86.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,825,959 ― 3,232,405

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △848,585 ― △2,178,848

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △636,067 ― △458,232

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― 8,352,640 8,011,333

従業員数 (名) ― 82 82

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成20年９月30日現在 

従業員数(名) 
82 
(20) 

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成20年９月30日現在 

従業員数(名) 
56 
(－) 

(注)  従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除いております。)であり、臨時従業員はおりません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【営業収入の状況】 

当第２四半期連結会計期間における営業収入を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。 
 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
摘要 

収入金額 
(千円) 

比率
(％)

営業数量 

建物賃貸収入 1,076,036 60.3
貸付面積 

233,106.90㎡

土地賃貸収入 609,181 34.2
貸付面積 

435,030.66㎡
不動産賃貸 
関連事業 

小計 1,685,217 94.5 ― 

自動販売機 
収入 

48,360 2.7
自動販売機台数 

98台

その他の収入 49,542 2.8  その他の事業 

小計 97,902 5.5 ― 

営業収入合計 ― 1,783,120 100.0 ― 

(注) １ 建物賃貸収入には、物件賃貸料その他附帯収入が含まれております。 
２ 貸付面積及び自動販売機台数は、平成20年９月30日現在の数字であります。 
３ 主な相手先の営業収入実績及び総営業収入実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 相手先 

金額(千円) 割合(％) 

(宗)真澄寺 401,594 22.5 

４ 不動産賃貸関連事業の営業能力及び利用状況は、次のとおりであります。 

 平成20年９月30日現在

建物  

 所有面積 240,292.84㎡ 

 賃貸面積 233,106.90㎡ 

 契約月額賃貸料 340,330千円 

土地  

 所有面積 731,363.47㎡ 

 賃貸面積 435,030.66㎡ 

 契約月額賃貸料 199,546千円 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発する

金融不安の長期化が懸念され、輸出が不振となり、原材料高や個人消費の低迷も続くなど、景況感

が一段と悪化し先行き不透明な状況で推移しました。 

不動産賃貸業におきましては、市況が活性化していた都心でも陰りが全般的に見られるようにな

りましたが、多摩地域においてもビル・倉庫の賃貸需要は引き続き低迷しております。 

このような状況下におきまして、当グル－プは東京都立川市泉町を基盤として、事務所用建物、

倉庫及び土地の不動産賃貸業等の経営を積極的に行ってまいりました。 

当第２四半期連結会計期間の売上高は1,783百万円、営業利益は1,066百万円、経常利益は1,144百

万円、四半期純利益は688百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①不動産賃貸関連事業 

当関連事業の売上高は土地臨時契約の寄与等により1,685百万円、営業利益は1,052百万円とな

りました。 

②その他の事業 

当関連事業の売上高はたばこの売上高、リフォーム受託業務売上高が伸び悩んだこと等により

97百万円、営業利益は13百万円となりました。 

 

(2) 財政状態の分析 

資産・負債・純資産 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末(平成20年３月末)と比べ315

百万円増加し51,233百万円となりました。主に、現金及び預金が965百万円、有価証券が1,300百

万円それぞれ増加したことと、投資有価証券が1,065百万円、長期預金が700百万円それぞれ減少

したこと等によるものであります。 

負債は、前連結会計年度末(平成20年３月末)と比べ394百万円減少し6,434百万円となりました。

主に、流動負債のその他に含まれる設備関係支払手形が385百万円減少したこと等によるものであ

ります。 

純資産は、前連結会計年度末(平成20年３月末)と比べ710百万円増加し44,798百万円となりまし

た。主に、利益剰余金が907百万円増加したことと、その他有価証券評価差額金が174百万円減少

したこと等によるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ341百万円

（4.3％）増加し、当第２四半期連結会計期間末には8,352百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,049百万円となり

ました。これは、税金等調整前四半期純利益1,143百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△631百万円となり

ました。これは、有価証券の売却・償還による収入2,100百万円、投資有価証券の取得による支出

△2,300百万円、有形固定資産の取得による支出△429百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△7百万円となりま

した。これは、自己株式の取得による支出△7百万円によるものであります。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありま

せん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 14,004,705 同左 
東京証券取引所 
(市場第二部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 14,004,705 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成20年９月30日 ― 14,004,705 ― 1,273,155 ― 163,422
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(5) 【大株主の状況】 

平成20年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

新立川航空機株式会社 東京都立川市高松町１丁目100番地 5,966 42.61

株式会社ＩＨＩ 東京都江東区豊洲３丁目１番１号 1,403 10.02

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 831 5.94

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番４号 
日本証券代行株式会社 資産管理チームＢ
Ｋ) 

625 4.47

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番14号 534 3.81

ジェーピー モルガン チェー
ス バンク ３８５０９３ 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ U.K. 
(東京都中央区日本橋兜町６丁目７番) 

504 3.60

野村信託銀行株式会社(信託口) 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 301 2.15

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６丁目７番) 

172 1.23

ロイヤル バンク オブ カナ
ダ トラスト カンパニー（ケ
イマン）リミテッド 
(常任代理人 立花証券株式会
社) 

24 SHEDDEN ROAD PO BOX 1586 GEORGE TOWN 
GRAND CAYMAN KY1-1110 CAYMAN ISLANDS 
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番14号)

170 1.21

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 167 1.20

計 ― 10,677 76.24

(注) １ シュローダー証券投信投資顧問株式会社より平成20年７月18日付で提出された大量保有の状況に関する

変更報告書において、平成20年７月15日現在の所有株式数は927,400株(株式所有割合6.62％)となる旨

の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認が

出来ませんので上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書で下記内容の報告を受けております。 

提出者及び共同保有者 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シュローダー証券投信投資顧問株式会社 258,200 1.84

シュローダー・インベストメント・マネージメント・ 
リミテッド 

669,200 4.78

計 927,400 6.62
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２ エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティーイー エルティーディーより平成20年９月29

日付で提出された大量保有の状況に関する変更報告書において、平成20年９月19日現在の所有株式数は

1,668,800株(株式所有割合11.92％)となる旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書で下記内容の報告を受けております。 

提出者 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティーイー
エルティーディー 

1,668,800 11.92

計 1,668,800 11.92

 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

(自己保有株式) 

普通株式 90,200
― 

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

(相互保有株式) 
完全議決権株式(自己株式等) 

普通株式 146,300
― 同上 

完全議決権株式(その他) 13,713,200 137,132 同上 

単元未満株式 55,005 ― 同上 

発行済株式総数 14,004,705 ― ― 

総株主の議決権 ― 137,132 ― 

(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株及び立飛開発株式会社所有の相互保有株

式69株が含まれております。 
 

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
立飛企業株式会社 

東京都立川市泉町841番地 90,200 ― 90,200 0.64

(相互保有株式) 
立飛開発株式会社 

東京都立川市泉町841番地 146,300 ― 146,300 1.04

計 ― 236,500 ― 236,500 1.68

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が、200株(議決権２個)あり、当

該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含まれております。 
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２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 6,890 6,850 6,760 6,360 6,080 6,050

最低(円) 6,280 6,320 6,200 5,850 5,750 5,160

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年

９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビュ

ーを受けております。 

 



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,651,640 9,686,333

受取手形及び売掛金 33,422 32,362

有価証券 8,799,929 7,499,585

商品 7,628 8,636

繰延税金資産 102,940 102,940

その他 73,730 58,785

貸倒引当金 △87 △96

流動資産合計 19,669,204 17,388,547

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  6,884,299 ※１  7,112,983

機械装置及び運搬具（純額） ※１  43,199 ※１  40,655

土地 546,325 546,325

建設仮勘定 406,964 376,320

その他（純額） ※１  103,245 ※１  104,912

有形固定資産合計 7,984,035 8,181,196

無形固定資産 3,513 3,783

投資その他の資産   

投資有価証券 20,841,793 21,907,767

繰延税金資産 2,459 2,459

長期預金 2,650,000 3,350,000

その他 128,010 130,037

貸倒引当金 △45,700 △45,700

投資その他の資産合計 23,576,563 25,344,564

固定資産合計 31,564,111 33,529,545

資産合計 51,233,315 50,918,092

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 41,594 45,081

未払金 63,376 177,907

未払法人税等 945,303 956,040

賞与引当金 59,974 64,118

前受金 566,676 561,717

その他 74,396 458,387

流動負債合計 1,751,321 2,263,253

─ 13 ─



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

固定負債   

繰延税金負債 690,241 782,234

退職給付引当金 278,969 277,726

役員退職慰労引当金 99,315 99,315

長期預り保証金 3,606,678 3,406,853

その他 7,988 －

固定負債合計 4,683,192 4,566,128

負債合計 6,434,514 6,829,382

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,273,155 1,273,155

資本剰余金 769,742 769,742

利益剰余金 42,610,054 41,702,428

自己株式 △397,066 △387,224

株主資本合計 44,255,886 43,358,102

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 407,868 582,531

評価・換算差額等合計 407,868 582,531

少数株主持分 135,046 148,076

純資産合計 44,798,801 44,088,710

負債純資産合計 51,233,315 50,918,092

─ 14 ─



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 3,571,807

売上原価 1,201,936

売上総利益 2,369,871

販売費及び一般管理費 ※１  190,776

営業利益 2,179,095

営業外収益  

受取利息 99,376

受取配当金 43,278

持分法による投資利益 67,156

その他 1,671

営業外収益合計 211,482

営業外費用 179

経常利益 2,390,398

特別利益 9

特別損失 1,198

税金等調整前四半期純利益 2,389,210

法人税、住民税及び事業税 957,714

法人税等調整額 11,187

法人税等合計 968,902

少数株主損失（△） △13,029

四半期純利益 1,433,337

─ 15 ─



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 1,783,120

売上原価 617,346

売上総利益 1,165,773

販売費及び一般管理費 ※１  99,518

営業利益 1,066,255

営業外収益  

受取利息 50,230

持分法による投資利益 27,515

その他 463

営業外収益合計 78,208

営業外費用 164

経常利益 1,144,300

特別損失 1,198

税金等調整前四半期純利益 1,143,101

法人税、住民税及び事業税 448,554

法人税等調整額 3,374

法人税等合計 451,929

少数株主利益 2,222

四半期純利益 688,950

─ 16 ─



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,389,210

減価償却費 267,701

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,910

受取利息及び受取配当金 △142,654

持分法による投資損益（△は益） △67,156

有形固定資産除却損 1,198

その他の営業外損益（△は益） △1,492

売上債権の増減額（△は増加） △3,068

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,008

仕入債務の増減額（△は減少） △48,539

未払又は未収消費税等の増減額 △38,954

小計 2,354,342

利息及び配当金の受取額 197,550

法人税等の支払額 △968,451

預り敷金及び保証金の受入による収入 199,825

その他 42,692

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,825,959

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △359,000

定期預金の払戻による収入 735,000

有価証券の売却及び償還による収入 3,900,000

有形固定資産の取得による支出 △526,176

有形固定資産の売却による収入 1

投資有価証券の取得による支出 △4,300,675

貸付金の回収による収入 2,264

長期預金の預入による支出 △300,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △848,585

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △9,842

配当金の支払額 △525,712

少数株主への配当金の支払額 △100,512

財務活動によるキャッシュ・フロー △636,067

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 341,306

現金及び現金同等物の期首残高 8,011,333

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,352,640

─ 17 ─
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

会計処理の原則及び手続の変更 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、主として先入先出法による低価法によ

っておりましたが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として先入先出法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）により算定しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。 

２．リース取引に関する会計基準等の適用 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年

３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３

月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四

半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転

外ファイナンス・リ－ス取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更

し、リース資産として計上しております。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース

期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定

する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引について

は、期首に前連結会計年度末における未経過リー

ス料残高又は未経過リース料期末残高相当額（利

息相当額控除後）を取得価額として取得したもの

としてリース資産を計上する方法によっておりま

す。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、

リース資産が有形固定資産のその他に12百万円多

く計上されておりますが、これによる損益に与え

る影響はありません。 
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【簡便な会計処理】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

たな卸資産の評価方法 

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

税金費用の計算 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法を採用しております。 

 

【追加情報】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

退職給付引当金 

当社及び連結子会社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、平成20年４月に退職一時金制度の一部に

ついて確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用しております。 

なお、本移行に伴う影響額は軽微であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 16,150,316千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 15,891,188千円

 

(四半期連結損益計算書関係) 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

役員報酬 62,850千円

従業員給料手当 47,132 

賞与引当金繰入額 12,537 

退職給付費 3,395 

福利厚生費 10,890 

修繕費 2,829 

事務用消耗品費 5,421 

納付金手数料 22,711 

租税公課 3,654 

減価償却費 5,362 

諸経費 13,990 

計 190,776 
 

 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

役員報酬 33,450千円

従業員給料手当 21,875 

賞与引当金繰入額 6,018 

退職給付費 4,239 

福利厚生費 5,550 

修繕費 1,197 

事務用消耗品費 1,212 

納付金手数料 13,692 

租税公課 1,887 

減価償却費 2,710 

諸経費 7,683 

計 99,518 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 10,651,640千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△2,299,000  

現金及び現金同等物 8,352,640  
  
 

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 14,004,705

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 2,323,825

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 626,224 45 平成20年３月31日 平成20年６月30日

 

 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

 

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 
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(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 

当グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 

 
不動産賃貸 
関連事業 
(千円) 

その他の事業
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高  

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

1,685,217 97,902 1,783,120 ― 1,783,120

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

4,231 55,861 60,092 (60,092) ―

計 1,689,448 153,764 1,843,213 (60,092) 1,783,120

営業利益 1,052,494 13,671 1,066,166 89 1,066,255

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 

 
不動産賃貸 
関連事業 
(千円) 

その他の事業
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高  

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

3,360,680 211,127 3,571,807 ― 3,571,807

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

8,372 111,330 119,702 (119,702) ―

計 3,369,052 322,458 3,691,510 (119,702) 3,571,807

営業利益 2,132,447 46,468 2,178,916 179 2,179,095

(注) １ 事業区分は経営管理上の区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① 不動産賃貸関連事業  事務所用建物、倉庫及び土地の一部の賃貸 

② その他の事業     電算、保険代理店、自動販売機、不動産管理等 

 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、記載しておりません。 

 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、記載しておりません。 

 

(企業結合等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

 



ファイル名:0105070_0393047002011.doc 更新日時:2008/11/13 18:58 印刷日時:08/11/14 21:12 

― 24 ― 

(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

  

１株当たり純資産額 3,823円66銭 

  
 

  

１株当たり純資産額 3,761円24銭 
 

 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 122円70銭 58円98銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎 

 連結損益計算書上の四半期純利益

1,433,337千円

 普通株式に係る四半期純利益 

1,433,337千円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません 

 普通株式の期中平均株式数 

11,681,867株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎 

 連結損益計算書上の四半期純利益

688,950千円

 普通株式に係る四半期純利益 

688,950千円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません 

 普通株式の期中平均株式数 

11,681,344株 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

平成20年11月10日 

立飛企業株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  大  矢  昇  太  ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

立飛企業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、立飛企業株式会社及び連結子会社

の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年11月14日 

【会社名】 立飛企業株式会社 

【英訳名】 TACHIHI ENTERPRISE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 橋 勝 寿 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都立川市泉町841番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長髙橋勝寿は、当社の第113期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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